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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の第１空間に居る対象者に対して、前記第１空間とは異なる複数の所定の第２空間
の中の少なくとも１つの第２空間への移動を喚起するための行動喚起装置であって、
　前記第１空間の環境情報及び前記第２空間の環境情報を取得する環境情報取得手段と、
　前記環境情報取得手段にて取得された前記第１空間の環境情報に基づいて、前記対象者
が前記第１空間に居る事の妥当性を示す第１の行動喚起指標を算定すると共に、前記環境
情報取得手段にて取得された前記第２空間の環境情報に基づいて、前記対象者が前記第２
空間に居る事の妥当性を示す第２の行動喚起指標を算定する、行動喚起指標算定手段と、
　前記行動喚起指標算定手段によって算定された前記第１の行動喚起指標と前記第２の行
動喚起指標とを相互に対比した結果に基づいて、前記対象者に対して前記第１空間から前
記第２空間への移動を喚起するための出力を当該第１空間において行う出力処理手段と、
　を備える行動喚起装置。
【請求項２】
　前記行動喚起指標算定手段は、前記対象者に固有の前記第１の行動喚起指標、又は前記
対象者に固有の前記第２の行動喚起指標を算定する、
　請求項１に記載の行動喚起装置。
【請求項３】
　前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象者にとって
の快適性の程度を示す快適度指標を算定し、当該算定した快適度指標に基づいて前記第１
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の行動喚起指標又は前記第２の行動喚起指標を算定する、
　請求項１に記載の行動喚起装置。
【請求項４】
　前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の消費エネルギー
の程度を示す省エネ指標を算定し、当該算定した省エネ指標に基づいて前記第１の行動喚
起指標又は前記第２の行動喚起指標を算定する、
　請求項１又は３に記載の行動喚起装置。
【請求項５】
　前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象者の業務効
率の程度を示す業務効率指標を算定し、当該算定した業務効率指標に基づいて前記第１の
行動喚起指標又は前記第２の行動喚起指標を算定する、
　請求項１から４のいずれか一項に記載の行動喚起装置。
【請求項６】
　前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象者の嗜好の
合致の程度を示す嗜好指標を算定し、当該算定した嗜好指標に基づいて前記第１の行動喚
起指標又は前記第２の行動喚起指標を算定する、
　請求項１から５のいずれか一項に記載の行動喚起装置。
【請求項７】
　前記行動喚起指標算定手段は、前記対象者が現在の前記第１空間に居る事の妥当性を示
す第１の行動喚起指標を算定し、又は前記対象者が現在の前記第２空間に居る事の妥当性
を示す第２の行動喚起指標を算定する、
　請求項１から６のいずれか一項に記載の行動喚起装置。
【請求項８】
　前記行動喚起指標算定手段は、前記対象者が現在より所定時間後に前記第１空間に居る
事の妥当性を示す第１の行動喚起指標を算定し、又は前記対象者が現在より所定時間後に
前記第２空間に居る事の妥当性を示す第２の行動喚起指標を算定する、
　請求項１から７のいずれか一項に記載の行動喚起装置。
【請求項９】
　前記出力処理手段は、前記対象者に対して前記第２空間への移動を喚起するため、前記
第１空間に設けられた環境制御手段に対する所定処理を行う、
　請求項１から８のいずれか一項に記載の行動喚起装置。
【請求項１０】
　前記出力処理手段は、前記第１空間に設けられた複数の前記環境制御手段のうち、前記
第２空間に近い位置に配置された前記環境制御手段である程、温度、湿度、又は照度の少
なくとも一つを、減少又は増大の一方となるように、前記環境制御手段に対する所定処理
を行う、
　請求項９に記載の行動喚起装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、所定の第１空間で執務を行っている対象者に対して、第１空間とは異なる第
２空間への移動を喚起するための行動喚起装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、オフィスの執務者の知的生産性を向上させるため、オフィスの環境を自動的に制
御する様々な試みが行われている。例えば、遠隔地の環境情報をオフィス等において再現
するために、遠隔地の環境情報を収集し、この環境情報の特徴成分データを抽出し、この
特徴成分データに従って、オフィス等に少なくとも環境情報を出力する環境情報出力制御
システムが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－４０２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記従来のシステムは、執務者が現在居るオフィス等の環境制御を行う
ものであるため、この環境制御に伴って空調負荷や照明負荷が増えることが多かった。例
えば、夏季において、執務者が現在居るオフィスの温度が、遠隔地の温度に比べて高い場
合には、オフィスの温度を下げることによって遠隔地の環境を再現することになり、空調
負荷が増えることになっていた。従って、上記従来のシステムは、近年の省エネルギー化
の要請に反するという問題があった。
【０００５】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、執務者が現在居る空間の環境を制御す
るのではなく、執務者がより好適な他の空間に移動することを喚起することによって、省
エネルギー性や知的生産性等を向上させることが可能になる、行動喚起装置を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、請求項１に記載の行動喚起装置は、所
定の第１空間に居る対象者に対して、前記第１空間とは異なる複数の所定の第２空間の中
の少なくとも１つの第２空間への移動を喚起するための行動喚起装置であって、前記第１
空間の環境情報及び前記第２空間の環境情報を取得する環境情報取得手段と、前記環境情
報取得手段にて取得された前記第１空間の環境情報に基づいて、前記対象者が前記第１空
間に居る事の妥当性を示す第１の行動喚起指標を算定すると共に、前記環境情報取得手段
にて取得された前記第２空間の環境情報に基づいて、前記対象者が前記第２空間に居る事
の妥当性を示す第２の行動喚起指標を算定する、行動喚起指標算定手段と、前記行動喚起
指標算定手段によって算定された前記第１の行動喚起指標と前記第２の行動喚起指標とを
相互に対比した結果に基づいて、前記対象者に対して前記第１空間から前記第２空間への
移動を喚起するための出力を当該第１空間において行う出力処理手段と、を備える。
　また、請求項２に記載の行動喚起装置は、請求項１に記載の行動喚起装置において、前
記行動喚起指標算定手段は、前記対象者に固有の前記第１の行動喚起指標、又は前記対象
者に固有の前記第２の行動喚起指標を算定する。
【０００７】
　請求項３に記載の行動喚起装置は、請求項１に記載の行動喚起装置において、前記行動
喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象者にとっての快適性の
程度を示す快適度指標を算定し、当該算定した快適度指標に基づいて前記第１の行動喚起
指標又は前記第２の行動喚起指標を算定する。
【０００８】
　請求項４に記載の行動喚起装置は、請求項１又は３に記載の行動喚起装置において、前
記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の消費エネルギーの程
度を示す省エネ指標を算定し、当該算定した省エネ指標に基づいて前記第１の行動喚起指
標又は前記第２の行動喚起指標を算定する。
【０００９】
　請求項５に記載の行動喚起装置は、請求項１から４のいずれか一項に記載の行動喚起装
置において、前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象
者の業務効率の程度を示す業務効率指標を算定し、当該算定した業務効率指標に基づいて
前記第１の行動喚起指標又は前記第２の行動喚起指標を算定する。
【００１０】
　請求項６に記載の行動喚起装置は、請求項１から５のいずれか一項に記載の行動喚起装
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置において、前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象
者の嗜好の合致の程度を示す嗜好指標を算定し、当該算定した嗜好指標に基づいて前記第
１の行動喚起指標又は前記第２の行動喚起指標を算定する。
【００１１】
　請求項７に記載の行動喚起装置は、請求項１から６のいずれか一項に記載の行動喚起装
置において、前記行動喚起指標算定手段は、前記対象者が現在の前記第１空間に居る事の
妥当性を示す第１の行動喚起指標を算定し、又は前記対象者が現在の前記第２空間に居る
事の妥当性を示す第２の行動喚起指標を算定する。
【００１２】
　請求項８に記載の行動喚起装置は、請求項１から７のいずれか一項に記載の行動喚起装
置において、前記行動喚起指標算定手段は、前記対象者が現在より所定時間後に前記第１
空間に居る事の妥当性を示す第１の行動喚起指標を算定し、又は前記対象者が現在より所
定時間後に前記第２空間に居る事の妥当性を示す第２の行動喚起指標を算定する。
【００１３】
　請求項９に記載の行動喚起装置は、請求項１から８のいずれか一項に記載の行動喚起装
置において、前記出力処理手段は、前記対象者に対して前記第２空間への移動を喚起する
ため、前記第１空間に設けられた環境制御手段に対する所定処理を行う。
【００１４】
　請求項１０に記載の行動喚起装置は、請求項９に記載の行動喚起装置において、前記出
力処理手段は、前記第１空間に設けられた複数の前記環境制御手段のうち、前記第２空間
に近い位置に配置された前記環境制御手段である程、温度、湿度、又は照度の少なくとも
一つを、減少又は増大の一方となるように、前記環境制御手段に対する所定処理を行う。
【発明の効果】
【００１５】
　請求項１に記載の行動喚起装置によれば、対象者が第１空間から第２空間へ移動するこ
との適否を示す行動喚起指標が算定され、この行動喚起指標に基づいて、対象者に対して
第１空間から第２空間への移動を喚起するための出力が第１空間において行われるので、
第１空間に比べて好適な第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。この
ため、例えば、第１空間や第２空間の環境を対象者に合わせて特別に制御することなく、
各空間のその時点の環境に応じて対象者の方を移動させることで、環境制御負荷が増大す
ることを防止して従来よりも省エネルギー性を向上させつつ、対象者を好適な空間に移動
させることでその知的生産性等を向上させることが可能になる。
【００１６】
　請求項３に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の対象者にとっ
ての快適性の程度を示す快適度指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間
に比べて対象者にとって快適な第２空間に移動することを対象者に喚起することができる
。
【００１７】
　請求項４に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の消費エネルギ
ーの程度を示す省エネ指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間に比べて
省エネルギー性の高い第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
【００１８】
　請求項５に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の対象者の業務
効率の程度を示す業務効率指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間に比
べて業務効率の高い第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
【００１９】
　請求項６に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の対象者の嗜好
の合致の程度を示す嗜好指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間に比べ
て対象者の嗜好に合致した第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
【００２０】
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　請求項７に記載の行動喚起装置によれば、対象者が現在の第１空間から現在の第２空間
へ移動することの適否を示す行動喚起指標が算定されるので、現在の第１空間に比べて好
適な現在の第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
【００２１】
　請求項８に記載の行動喚起装置によれば、対象者が所定時間後の第１空間から所定時間
後の第２空間へ移動することの適否を示す行動喚起指標が算定されるので、所定時間後の
第１空間に比べて好適な所定時間後の第２空間に移動することを対象者に喚起することが
できる。
【００２２】
　請求項９に記載の行動喚起装置によれば、対象者に対して第１空間から第２空間への移
動を喚起するため、第１空間に設けられた環境制御手段に対する所定処理が行われるので
、第１空間の環境を通じて、対象者の第２空間への移動を自然に喚起することができる。
なお、この場合には、第１空間の環境を制御することになるが、対象者の行動を喚起でき
る程度の制御を行えばよく、第１空間の環境を対象者に好適な環境とするための制御を行
う必要まではないので、この場合であっても、従来に比べて省エネルギー性を向上させる
ことが可能になる。
【００２３】
　請求項１０に記載の行動喚起装置によれば、第２空間に近づくに伴って、温度、湿度、
又は照度の少なくとも一つが、減少又は増大の一方となるように、環境制御手段に対する
所定処理が行われるので、温度、湿度、又は照度の変化を通じて、対象者の第２空間への
移動を自然に喚起することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】行動喚起システムを適用したオフィスビルを模式的に示す側面図である。
【図２】行動喚起システムの電気的構成を機能概念的に示したブロック図である。
【図３】執務者基本情報の構成例を示す図である。
【図４】空間基本情報の構成例を示す図である。
【図５】執務者嗜好情報の構成例を示す図である。
【図６】執務者所在予定情報の構成例を示す図である。
【図７】機器情報の構成例を示す図である。
【図８】環境情報の構成例を示す図である。
【図９】エネルギー情報の構成例を示す図である。
【図１０】重み付け情報の構成例を示す図である。
【図１１】行動喚起処理のフローチャートである。
【図１２】執務者選択処理のフローチャートである。
【図１３】情報取得処理のフローチャートである。
【図１４】指標算定処理のフローチャートである。
【図１５】第２空間選択処理のフローチャートである。
【図１６】行動喚起出力処理のフローチャートである。
【図１７】行動喚起画面の表示例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下に添付図面を参照して、この発明に係る行動喚起装置の実施の形態を詳細に説明す
る。ただし、実施の形態によって本発明が限定されるものではない。
【００２６】
　この行動喚起装置は、所定の「第１空間」に居る対象者に対して、第１空間とは異なる
複数の所定の「第２空間」の中の少なくとも１つの第２空間への移動を喚起するための装
置である。
【００２７】
　ここで、「第１空間」と「第２空間」は、同一建屋内の空間であってもよく、あるいは
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、異なる建屋内の空間であってもよく、室内空間であるか室外空間であるかを問わない。
以下では、これら第１空間と第２空間を相互に区別する必要がない場合には、単に「空間
」と総称する。以下では代表例な例として、空間が、オフィスビルの空間である場合につ
いて説明する。より具体的には、オフィスビルの内部の「執務室」、「会議室」、「共有
スペース」、及び「食堂」と、オフィスビルの外部の「テラス」が、「空間」である場合
について説明する。これら各空間の中で、対象者が現在居る空間が「第１空間」であり、
当該対象者に移動を喚起する先の空間が「第２空間」である。従って、物理的に同一の空
間であっても、対象者との関係によって、「第１空間」になる場合や、「第２空間」にな
る場合がある。
【００２８】
　「対象者」とは、行動喚起を促す対象となる者であり、その具体的な属性は任意である
が、以下では代表例な例として、対象者がオフィスビルで執務する「執務者」である場合
について説明する。
【００２９】
　この行動喚起装置は、「環境情報」に基づいて「行動喚起指標」を算定する。
　「環境情報」とは、環境情報取得手段にて取得される情報であり、第１空間と第２空間
の執務者に対する適性を評価する上での要因になる情報である。環境情報としては、例え
ば、温度、湿度、照度、空気清浄度、風速、風量、騒音、振動、匂いを挙げることができ
、さらにこの他にも任意の環境情報を含めることができる。以下では、環境情報が、温度
、湿度、あるいは照度である場合について説明する。なお、これら温度、湿度、照度を相
互に区別する必要がない場合には、単に「環境」と総称する。
【００３０】
　「行動喚起指標」は、執務者が第１空間から第２空間へ移動することの妥当性の程度を
示す指標である。本実施の形態においては、行動喚起指標として、執務者が第１空間に居
ることの妥当性の程度を示す指標と、執務者が第２空間に居ることの妥当性の程度を示す
指標とを算定し、後者が前者より大きい場合には、執務者が第１空間から第２空間へ移動
することが妥当であると考える。この行動喚起指標の算定方法は任意であるが、本実施の
形態では、行動喚起指標が、複数の指標から複合的に算定される。複数の指標とは、「快
適度指標」、「省エネ指標」、「業務効率指標」、「嗜好指標」の４つである。「快適度
指標」とは、空間における執務者にとっての快適性の程度を示す指標である。「省エネ指
標」とは、空間における消費エネルギーの程度を示す指標である。「業務効率指標」とは
、空間における執務者の業務効率の程度を示す指標である。「嗜好指標」とは、空間の環
境に対する執務者の嗜好の合致の程度を示す指標である。
【００３１】
　この行動喚起装置は、「現在の行動喚起」と、「所定時間後の行動喚起」を行う。
　「現在の行動喚起」とは、行動喚起の処理を実行した時点において執務者が居る第１空
間（以下、現在の第１空間）から、当該時点における他の第２空間（以下、現在の第２空
間）への移動を促すための処理である。
　一方、「所定時間後の行動喚起」とは、行動喚起の処理を実行した時点から所定時間後
の時点において執務者が居る予定である第１空間（以下、所定時間後の第１空間）から、
当該所定時間後の時点である他の第２空間（以下、所定時間後の第２空間）への移動を促
すための処理である。
【００３２】
（構成－オフィスビル）
　次に、本実施の形態に係る行動喚起システムを適用したオフィスビルの構成について説
明する。図１は、行動喚起システムを適用したオフィスビルを模式的に示す側面図である
。この図１に示すように、オフィスビル１は、２階建の建屋であって、１階と２階の各々
には、２つの執務室、１つの会議室、１つのテラスが設けられており、１階には１つの共
有スペース、２階には１つの食堂が設けられている。これら各空間のいずれにおいても、
執務者が１人又は複数人で執務を行うことが可能であるものとする。また、共有スペース
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とは、例えば、フリーアドレススペースのように、複数の執務者が共有して執務を行うこ
とが可能なスペースである。以下では、これら各部屋を相互に区別するため、「１階第１
執務室」、「１階第２執務室」、「２階第１執務室」、「２階第２執務室」、「１階第１
会議室」、「２階第１会議室」、「１階テラス」、「２階テラス」、「１階共有スペース
」、「食堂」と称する。
【００３３】
（構成－行動喚起システム）
　このように構成されたオフィスビル１には、行動喚起システムが設けられている。図２
は、行動喚起システムの電気的構成を機能概念的に示したブロック図である。この図２に
示すように、行動喚起システム２は、行動喚起装置１０、複数の執務端末２０、複数の環
境センサ３０、及び、複数の環境制御機器４０を備えて構成されている。行動喚起装置１
０に対しては、複数の執務端末２０の各々、複数の環境センサ３０の各々、及び、複数の
環境制御機器４０の各々が、ネットワーク５０にて通信可能に接続されている。なお、こ
れら各装置等については、図１における図示を省略する。
【００３４】
（構成－行動喚起装置）
　行動喚起装置１０は、所定の第１空間に居る対象者に対して、第１空間とは異なる複数
の所定の第２空間の中の少なくとも１つの第２空間への移動を喚起するための行動喚起装
置１０であって、入出力インターフェース（以下、入出力ＩＦ）１１、制御部１２、及び
記憶部１３を備えて構成されている。具体的には、この行動喚起装置１０は、例えば、公
知のパーソナルコンピュータやコンピュータサーバとして構成されている。
【００３５】
　入出力ＩＦ１１は、行動喚起装置１０が実行する各種処理に必要な情報の入力を受け付
ける入力手段であると共に、行動喚起装置１０が実行する各種処理に必要な情報を出力す
る出力手段であり、具体的には、ネットワークボードとして構成されている。
【００３６】
　制御部１２は、行動喚起装置１０を制御する制御手段であり、具体的には、ＣＰＵ、当
該ＣＰＵ上で解釈実行される各種のプログラム（ＯＳなどの基本制御プログラムや、ＯＳ
上で起動され特定機能を実現するアプリケーションプログラムを含む）、及びプログラム
や各種のデータを格納するためのＲＡＭの如き内部メモリを備えて構成されている。特に
、本実施の形態に係る行動喚起プログラムは、コンピュータ読み取り可能な記録媒体に格
納され、当該記録媒体から行動喚起装置１０にインストールされることで、制御部１２の
各部を実質的に構成する。
【００３７】
　この制御部１２は、機能概念的に、執務者選択処理を行う執務者選択部１２ａ、情報取
得処理を行う情報取得部１２ｂ、指標算定処理を行う指標算定部１２ｃ、第２空間選択処
理を行う第２空間選択部１２ｄ、及び行動喚起出力処理を行う行動喚起出力部１２ｅを備
える。特に、指標算定部１２ｃは、環境センサ３０にて取得された環境情報に基づいて、
執務者が第１空間から第２空間へ移動することの適否を示す行動喚起指標を算定する行動
喚起指標算定手段である。また、行動喚起出力部１２ｅは、指標算定部１２ｃにて算定さ
れた行動喚起指標に基づいて、執務者に対して第１空間から第２空間への移動を喚起する
ための出力を当該第１空間において行う出力処理手段である。これら各部の具体的な機能
については、後述する。
【００３８】
　記憶部１３は、行動喚起装置１０の処理に必要な各種の情報を記憶する記憶手段であり
、例えばハードディスクやその他の公知の記録媒体によって構成されるもので、執務者基
本情報データベース（以下、データベースをＤＢと記載する）１３ａ、空間基本情報ＤＢ
１３ｂ、執務者嗜好情報ＤＢ１３ｃ、執務者所在予定情報ＤＢ１３ｄ、機器情報ＤＢ１３
ｅ、環境情報ＤＢ１３ｆ、エネルギー情報ＤＢ１３ｇ、及び重み付け情報ＤＢ１３ｈを記
憶する。以下では、記憶部１３の各ＤＢの詳細について説明するが、各ＤＢに格納される
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情報として以下で説明する情報は、あくまで例示であり、実際には、一部を省略すること
ができ、他の情報を含めることができ、あるいは他の情報で置換することができる。
【００３９】
　執務者基本情報ＤＢ１３ａは、執務者に関する基本的な情報（以下、執務者基本情報）
を格納する執務者基本情報格納手段である。この執務者基本情報は、図３の構成例に示す
ように、項目「執務者ＩＤ」、項目「氏名」、項目「年齢」、項目「性別」、及び項目「
職種」に対応する情報を、相互に関連付けて格納されている。項目「執務者ＩＤ」に対応
する情報は、執務者を一意に識別するための執務者識別情報である。項目「氏名」、項目
「年齢」、項目「性別」、項目「職種」に対応する情報は、それぞれ、執務者の氏名、執
務者の年齢、執務者の性別、執務者の職種である。
【００４０】
　空間基本情報ＤＢ１３ｂは、空間に関する基本的な情報（以下、空間基本情報）を格納
する空間基本情報格納手段である。この空間基本情報は、図４の構成例に示すように、項
目「空間ＩＤ」、項目「空間名」、及び項目「室内／室外」に対応する情報を、相互に関
連付けて格納されている。項目「空間ＩＤ」に対応する情報は、空間を一意に識別するた
めの空間識別情報である。項目「空間名」に対応する情報は、空間の空間名である。項目
「室内／室外」に対応する情報は、空間が室内空間であるのか室外空間であるのかを区別
するための情報である。
【００４１】
　執務者嗜好情報ＤＢ１３ｃは、執務者の環境の嗜好に関する情報（以下、執務者嗜好情
報）を格納する執務者嗜好情報格納手段である。この執務者嗜好情報は、図５の構成例に
示すように、項目「執務者ＩＤ」、項目「温度」、項目「相対湿度」、項目「照度」、及
び項目「室内／室外」に対応する情報を、相互に関連付けて格納されている。項目「執務
者ＩＤ」に対応する情報と、項目「室内／室外」に対応する情報は、これまでに説明した
同一項目名に対応する情報と同じである。項目「温度」、項目「相対湿度」、項目「照度
」に対応する情報は、それぞれ、執務者が好む空間の温度、相対湿度、照度である。
【００４２】
　執務者所在予定情報ＤＢ１３ｄは、執務者が所在する空間の予定に関する情報（以下、
執務者所在予定情報）を格納する執務者所在予定情報格納手段である。この執務者所在予
定情報は、図６の構成例に示すように、項目「執務者ＩＤ」、項目「デフォルト空間ＩＤ
」、及び項目「予定情報」を含み、項目「予定情報」は、項目「日時」、項目「空間ＩＤ
」、及び項目「空間固定フラグ」を含んでおり、執務者所在予定情報は、これら各項目に
対応する情報を、相互に関連付けて格納されている。項目「執務者ＩＤ」に対応する情報
は、これまでに説明した同一項目名に対応する情報と同じである。項目「デフォルト空間
ＩＤ」に対応する情報は、項目「予定情報」に予定情報が入っていない場合における、各
執務者が居る空間の空間ＩＤである。項目「予定情報」に対応する情報は、執務者の予定
情報であり、項目「日時」に対応する情報は、執務者のスケジュールの日時である。項目
「空間ＩＤ」に対応する情報は、執務者のスケジュールの日時において執務者が居ると予
定される空間の空間ＩＤである。項目「空間固定フラグ」に対応する情報は、執務者が所
在する空間を固定する（空間の移動を行わない）ことを示すフラグであり、例えば、空間
固定フラグが立っていない場合には、執務者が所在する空間を固定しないことを示し、空
間固定フラグが立っている場合には、執務者が所在する空間を固定することを示す。
【００４３】
　機器情報ＤＢ１３ｅは、空間に設置された各機器に関する情報（以下、機器情報）を格
納する機器情報格納手段である。この機器情報は、図７の構成例に示すように、項目「空
間ＩＤ」、項目「環境センサＩＤ」、及び項目「環境制御機器ＩＤ」に対応する情報を、
相互に関連付けて格納されている。項目「空間ＩＤ」に対応する情報は、これまでに説明
した同一項目名に対応する情報と同じである。項目「環境センサＩＤ」に対応する情報は
、環境センサ３０を一意に識別するための環境センサ識別情報である。項目「環境制御機
器ＩＤ」に対応する情報は、環境制御機器４０を一意に識別するための環境制御機器識別
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情報である。
【００４４】
　環境情報ＤＢ１３ｆは、各空間の環境の履歴に関する情報（以下、環境情報）を格納す
る環境情報格納手段である。この環境情報は、図８の構成例に示すように、項目「空間Ｉ
Ｄ」、項目「日時」、項目「温度」、項目「相対湿度」、及び項目「照度」に対応する情
報を、相互に関連付けて格納されている。項目「空間ＩＤ」に対応する情報は、これまで
に説明した同一項目名に対応する情報と同じである。項目「日時」に対応する情報は、環
境センサ３０によって環境情報が取得された日時である。項目「温度」、項目「相対湿度
」、及び項目「照度」に対応する情報は、それぞれ、環境センサ３０によって取得された
温度、相対湿度、照度である。
【００４５】
　エネルギー情報ＤＢ１３ｇは、各空間で環境制御のために消費されているエネルギーに
関する情報（以下、エネルギー情報）を格納するエネルギー情報格納手段である。このエ
ネルギー情報は、図９の構成例に示すように、項目「空間ＩＤ」、項目「日時」、項目「
空調電力量」、及び項目「照明電力量」に対応する情報を、相互に関連付けて格納されて
いる。項目「空間ＩＤ」に対応する情報は、これまでに説明した同一項目名に対応する情
報と同じである。項目「日時」に対応する情報は、エネルギー情報が取得された日時であ
る。項目「空調電力量」に対応する情報は、空間において空調を行うために消費されてい
る電力量である。項目「照明電力量」に対応する情報は、空間において照明を行うために
消費されている電力量である。
【００４６】
　重み付け情報ＤＢ１３ｈは、各指標の重み付けに関する情報（以下、重み付け情報）を
格納する重み付け情報格納手段である。この重み付け情報は、図１０の構成例に示すよう
に、項目「指標」及び項目「重み付け係数」に対応する情報を、相互に関連付けて格納さ
れている。項目「指標」に対応する情報は、行動喚起装置１０で算定される指標の名称で
ある。項目「重み付け係数」に対応する情報は、行動喚起装置１０で算定される指標に対
する重み付けを行うための係数であり、本実施の形態では、これら係数の合計値が１にな
るように設定されている。
【００４７】
　例えば、これら各ＤＢの情報のうち、執務者基本情報、空間基本情報、機器情報、及び
重み付け情報は、行動喚起装置１０の管理者等によって、任意の端末装置からネットワー
ク５０を介して各ＤＢに格納される。執務者嗜好情報及び執務者所在予定情報は、各執務
者によって、執務端末２０からネットワーク５０を介して各ＤＢに格納される。また、執
務端末２０で動作する公知のスケジュール管理プログラムに対して執務者がスケジュール
を入力した場合に、当該入力データから執務者所在予定情報を抽出してもよい。環境情報
は、環境センサ３０によって定期的に検出された情報がネットワーク５０を介して環境情
報ＤＢ１３ｆに格納される。エネルギー情報は、環境制御機器４０の制御状態に基づいて
公知の方法により自動的に算定された情報がネットワーク５０を介してエネルギー情報Ｄ
Ｂ１３ｇに格納される。
【００４８】
（構成－執務端末）
　複数の執務端末２０の各々は、各執務者が主として執務に使用する端末であって、執務
室に配置された図示しない複数の執務机の各々に配置されている。この執務端末２０は、
公知のパーソナルコンピュータ、携帯電話、あるいはスマートフォン等によって構成され
ているので、その詳細な説明は省略する。
【００４９】
（構成－環境センサ）
　複数の環境センサ３０の各々は、各空間の環境データを検知する環境情報取得手段であ
り、各空間に配置されている。これら複数の環境センサ３０は、公知の温度センサ、公知
の湿度センサ、あるいは、公知の照度センサによって構成されているので、その詳細な説
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明は省略する。
【００５０】
（構成－環境制御機器）
　複数の環境制御機器４０の各々は、各空間の環境を制御するための環境制御手段であり
、各空間に配置されている。これら複数の環境制御機器４０は、公知の空調機器、あるい
は、公知の照明機器によって構成されているので、その詳細な説明は省略する。
【００５１】
（構成－ネットワーク）
　ネットワーク５０は、行動喚起装置１０に対して、複数の執務端末２０の各々、複数の
環境センサ３０の各々、及び、複数の環境制御機器４０の各々を、通信可能に接続する接
続手段である。このネットワーク５０は、図２では図示の便宜上、一つのネットワークと
して示しているが、実際には異なる複数のネットワークとして構成することができる。例
えば、ネットワーク５０は、公知のインターネット、ＬＡＮ、あるいは、ＤＡＬＩ（Ｄｉ
ｇｉｔａｌ　Ａｄｄｒｅｓｓａｂｌｅ　Ｌｉｇｈｔｉｎｇ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）の如き
各種の通信規格に基づいて通信を行う通信線路として構成されている。
【００５２】
（処理）
　次に、このように構成された行動喚起システム２によって実行される行動喚起処理につ
いて説明する。図１１は、行動喚起処理のフローチャートである。以下の各処理の説明で
はステップを「Ｓ」と略記する）。この行動喚起処理は、行動喚起装置１０に対する電源
投入後の任意のタイミングで開始される。
【００５３】
　行動喚起処理が開始されると、制御部１２は、執務者の行動喚起を行うための所定タイ
ミングの到来を監視する（ＳＡ１）。この所定タイミングとしては、例えば、執務者の知
的生産性が低下していることが想定されるタイミング（所定時間連続勤務後や昼食後）や
、空間の環境が大きく変動したことが想定されるタイミング（急激な天候の変動時）が設
定される。
【００５４】
（処理－執務者選択処理）
　所定タイミングが到来した場合（ＳＡ１、Ｙｅｓ）、制御部１２は、執務者選択部１２
ａによる執務者選択処理を起動する（ＳＡ２）。図１２は、執務者選択処理のフローチャ
ートである。執務者選択部１２ａは、行動喚起の候補とする全ての執務者の執務者ＩＤを
執務者基本情報ＤＢ１３ａから取得する（ＳＢ１）。行動喚起の候補とする執務者は、具
体的には、全ての執務者であってもよく、特定の属性の執務者であってもよく、あるいは
、行動喚起を執務端末２０を介して行動喚起装置１０に要求してきた執務者であってもよ
い。
【００５５】
　次いで、執務者選択部１２ａは、行動喚起の候補とする全ての執務者の各々に関して、
各執務者の第１空間を特定する（ＳＢ２）。具体的には、ＳＢ１で取得した各執務者ＩＤ
に基づいて執務者所在予定情報ＤＢ１３ｄを参照することにより、各執務者ＩＤに対応す
る空間ＩＤの中から、現在の日時に対応する空間ＩＤを取得する。空間ＩＤが存在しない
場合には、各執務者ＩＤに対応するデフォルトの空間ＩＤを取得する。
【００５６】
　その後、執務者選択部１２ａは、行動喚起の候補とする全ての執務者の各々に関して、
各執務者の第１空間が固定されているか否かを判定する（ＳＢ３）。具体的には、ＳＢ３
で取得した空間ＩＤに基づいて執務者所在予定情報ＤＢ１３ｄを参照することにより、当
該空間ＩＤに対応する空間固定フラグが立っているか否かを判定し、立っていない場合に
は第１空間が固定されていないものと判定し、立っている場合には第１空間が固定されて
いるものと判定する。
【００５７】
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　そして、執務者選択部１２ａは、各執務者の第１空間が固定されている場合には（ＳＢ
３、Ｙｅｓ）、当該執務者に対して第１空間から第２空間への移動を喚起することはでき
ないとし、当該執務者を、行動喚起の候補とする執務者から除外する（ＳＢ４）。これに
て執務者選択処理を終了し、図１１の行動喚起処理に戻る。
【００５８】
（処理－情報取得処理）
　次いで、図１１の行動喚起処理において、制御部１２は、執務者選択部１２ａによって
最終的に選択された執務者が１人も残っていない場合には、以降の処理を行うことなく、
行動喚起処理を終了する。一方、執務者選択部１２ａによって最終的に選択された執務者
が１人以上存在する場合には、当該執務者を対象として、情報取得部１２ｂによる情報取
得処理を起動する（ＳＡ３）。
【００５９】
　図１３は、情報取得処理のフローチャートである。この処理では、概略的に、執務者選
択部１２ａによって最終的に選択された全ての執務者の各々に関して、第１空間の環境情
報と第２空間の環境情報を取得する。第２空間としては、各執務者に関して、当該各執務
者の第１空間以外の全ての空間を第２空間とする。また、環境情報としては、現在の環境
情報と、現在から所定時間後の環境情報とを取得する。所定時間としては、例えば、１時
間後が設定される（以下の各処理における所定時間も同様）。
【００６０】
　すなわち、情報取得部１２ｂは、各執務者の現在の第１空間の環境情報を取得する（Ｓ
Ｃ１）。具体的には、図１２の執務者選択処理のＳＢ２で各執務者に関して取得された空
間ＩＤに基づいて空間基本情報ＤＢ１３ｂを参照することにより、当該空間ＩＤに対応す
る環境センサＩＤを取得し、当該取得した環境センサＩＤによって特定される環境センサ
３０からの出力を取得する。
【００６１】
　次いで、情報取得部１２ｂは、各執務者の現在の第２空間の環境情報を取得する（ＳＣ
２）。具体的には、図１２の執務者選択処理のＳＢ２で各執務者に関して取得された空間
ＩＤ以外の全ての空間ＩＤに基づいて空間基本情報ＤＢ１３ｂを参照することにより、当
該空間ＩＤに対応する環境センサＩＤを取得し、当該取得した環境センサＩＤによって特
定される環境センサ３０からの出力を取得する。
【００６２】
　次いで、情報取得部１２ｂは、各執務者の所定時間経過後の第１空間の環境情報を取得
する（ＳＣ３）。例えば、各空間の環境センサ３０からの出力を所定間隔で定期的に環境
情報ＤＢ１３ｆに蓄積しておき、当該蓄積された出力から各空間の環境変化傾向を公知の
方法で特定し、当該特定した環境変化傾向と、ＳＣ１で取得した第１空間の環境情報とに
基づいて、所定時間経過後の環境情報を特定する。あるいは、テラスの如き屋外の空間に
関しては、天気予報情報を公知の方法で取得し、当該天気予報情報に基づいて、所定時間
経過後の環境情報を特定してもよい。
【００６３】
　次いで、各執務者の所定時間経過後の第２空間の環境情報を取得する（ＳＣ４）。例え
ば、各空間の環境センサ３０からの出力を所定間隔で定期的に環境情報ＤＢ１３ｆに蓄積
しておき、当該蓄積された出力から各空間の環境変化傾向を公知の方法で特定し、当該特
定した環境変化傾向と、ＳＣ２で取得した第２空間の環境情報とに基づいて、所定時間経
過後の環境情報を特定する。あるいは、テラスの如き屋外の空間に関しては、天気予報情
報を公知の方法で取得し、当該天気予報情報に基づいて、所定時間経過後の環境情報を特
定してもよい。これにて情報取得処理を終了し、図１１の行動喚起処理に戻る。
【００６４】
（処理－指標算定処理）
　次いで、図１１の行動喚起処理において、制御部１２は、指標算定部１２ｃによる指標
算定処理を起動する（ＳＡ４）。図１４は、指標算定処理のフローチャートである。この
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処理では、概略的には、快適度指標（ＳＤ１、ＳＤ２）、省エネ指標（ＳＤ３、ＳＤ４）
、業務効率指標（ＳＤ５、ＳＤ６）、及び嗜好指標（ＳＤ７、ＳＤ８）をそれぞれ算定し
た後、これら各指標と所定の重み付け係数とに基づいて行動喚起指標を算定する（ＳＤ９
、ＳＤ１０）。各指標の算定は、執務者選択部１２ａによって最終的に選択された全ての
執務者の各々に関して行う。また、各指標の算定は、現在の第１空間と、現在の第２空間
と、所定時間後の第１空間と、所定時間後の第２空間に関して行う。第１空間は、図１２
の執務者選択処理のＳＢ２で各執務者に関して取得された空間ＩＤに基づいて特定する。
第２空間は、各執務者の第１空間以外の全ての空間の各々とし、図１２の執務者選択処理
のＳＢ２で各執務者に関して取得された空間ＩＤ以外の全ての空間ＩＤに基づいて特定す
る。各指標は、相互に共通の所定の数値範囲（本実施の形態では、０から１０までの整数
値であり、数値が大きい程、指標の程度が良いことを示すものとする）で算定するものと
する。
【００６５】
　まず、指標算定部１２ｃは、現在の第１空間の快適度指標を算定する（ＳＤ１）。具体
的には、指標算定部１２ｃは、快適度指標として、現在の第１空間のＰＭＶ（Ｐｒｅｄｉ
ｃｔｅｄ　Ｍｅａｎ　Ｖｏｔｅ）を算定する。ＰＭＶの算定式は、ＰＭＶ＝（０．３０３
ｅ－０．０３６Ｍ＋０．０２８）×（Ｍ－Ｗ－Ｅｄ－Ｅｓ－Ｅｒｅ－Ｃｒｅ－Ｒ－Ｃ）で
あり、Ｍ：代謝量（Ｗ／ｍ２）、Ｅｒｅ：呼吸による潜熱損失量（Ｗ／ｍ２）、Ｗ：機械
的仕事量（Ｗ／ｍ２）、Ｃｒｅ：呼吸による顕熱損失量（Ｗ／ｍ２）、Ｅｄ：不感蒸泄量
（ｗ／ｍ２）、Ｒ：放射熱損失量（Ｗ／ｍ２）、Ｅｓ：皮膚面よりの蒸発熱損失量（ｗ／
ｍ２）、Ｃ：対流熱損失量（Ｗ／ｍ２）である。これら各パラメータを正確に測定するた
めには多数の環境センサ３０が必要になるため、本実施の形態では、記憶部１３に、温度
及び相対湿度と各パラメータとの関係データを予め記憶させておく。また、記憶部１３に
、温度及び相対湿度に直接的に起因しないパラメータについては固定値を記憶させておく
。そして、環境センサ３０により測定した第１空間の温度と相対湿度と、記憶部１３に記
憶させたこれらの関係データ及び固定値とに基づいて、ＰＭＶを算定する。なお、ＰＭＶ
は、通常は－３から＋３までの値として算定されるが、本実施の形態では上述のように０
から１０までの整数値として指標を算定することとしているので、－３から＋３までの値
を、０から１０までの整数値に変換する。例えば、ＰＭＶの中立値０を指標＝１０とした
上で、ＰＭＶの－３と＋３を指標＝０、ＰＭＶの－２と＋２を指標＝３、ＰＭＶの－１と
＋１を指標＝６とする等、ＰＭＶが中立値に近い程、快適度指標が大きくなるように変換
する。また、指標算定部１２ｃは、同様に、現在の各第２空間の快適度指標を算定する（
ＳＤ１）。
【００６６】
　また、指標算定部１２ｃは、所定時間後の第１空間の快適度指標を算定する（ＳＤ２）
。具体的には、指標算定部１２ｃは、快適度指標として、所定時間後の第１空間のＰＭＶ
を算定する。このため、記憶部１３には、日時と天気予報との組み合わせに対する温度及
び相対湿度の変化傾向データを予め記憶させておく。そして、指標算定部１２ｃは、環境
センサ３０により測定した現在の第１空間の温度と相対湿度と、記憶部１３に記憶させた
変化傾向データと、公知の方法によりネットワーク５０経由で取得した現在の日時及び天
気予報データとに基づいて、所定時間後の温度と相対湿度を予測値として算定する。そし
て、これら所定時間後の温度と相対湿度に基づいて、ＳＤ１と同様に、ＰＭＶを算定する
。また、指標算定部１２ｃは、同様に、所定時間後の各第２空間の快適度指標を算定する
（ＳＤ２）。
【００６７】
　次いで、指標算定部１２ｃは、現在の第１空間の省エネ指標を算定する（ＳＤ３）。具
体的には、指標算定部１２ｃは、省エネ指標として、現在の第１空間の執務者１人当たり
の消費電力量を算定する。このため、指標算定部１２ｃは、執務者所在予定情報ＤＢ１３
ｄを参照し、現在の第１空間に居る執務者の合計数を算定する。また、指標算定部１２ｃ
は、エネルギー情報ＤＢ１３ｇを参照し、現在の第１空間の空調電力量と照明電力量の合
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計を算定する。そして、空調電力量と照明電力量の合計を執務者の合計数で除算すること
により、現在の第１空間の執務者１人当たりの消費電力量を算定する。なお、本実施の形
態では上述のように０から１０までの整数値として指標を算定することとしているので、
執務者１人当たりの消費電力量を、０から１０までの整数値に変換する。例えば、執務者
１人当たりの消費電力量が０．１ｋｗｈ未満である場合には指標＝１０とし、執務者１人
当たりの消費電力量が０．１ｋｗｈ以上～０．２ｋｗｈ未満である場合には指標＝９とす
る等、執務者１人当たりの消費電力量が少ない程、省エネ指標が大きくなるように、所定
の基準に基づいて変換する。また、指標算定部１２ｃは、同様に、現在の各第２空間の省
エネ指標を算定する（ＳＤ３）。
【００６８】
　また、指標算定部１２ｃは、所定時間後の第１空間の省エネ指標を算定する（ＳＤ４）
。具体的には、指標算定部１２ｃは、省エネ指標として、所定時間後の第１空間の執務者
１人当たりの消費電力量を算定する。このため、指標算定部１２ｃは、執務者所在予定情
報ＤＢ１３ｄを参照し、所定時間後の第１空間に居る執務者の合計数を算定する。また、
記憶部１３には、日時と天気予報との組み合わせに対する各空間の空調電力量と照明電力
量の変化傾向を、執務者の合計数毎に予め記憶させておく。そして、指標算定部１２ｃは
、算定した所定時間後の第１空間に居る執務者の合計数と、記憶部１３に記憶させた変化
傾向データと、公知の方法によりネットワーク５０経由で取得した現在の日時及び天気予
報データとに基づいて、所定時間後の第１空間の空調電力量と照明電力量を予測値として
算定する。そして、これら所定時間後の空調電力量と照明電力量と、算定した所定時間後
の第１空間に居る執務者の合計数とに基づいて、所定時間後の第１空間の執務者１人当た
りの消費電力量を算定する。また、指標算定部１２ｃは、同様に、所定時間後の各第２空
間の省エネ指標を算定する（ＳＤ４）。
【００６９】
　次いで、指標算定部１２ｃは、現在の第１空間の業務効率指標を算定する（ＳＤ５）。
具体的には、記憶部１３には、執務者の年齢、性別、及び職種と、温度及び相対湿度とに
対応させて、業務効率指標を予め記憶させておく。そして、指標算定部１２ｃは、執務者
基本情報ＤＢ１３ａから取得した年齢、性別、及び職種と、環境センサ３０で測定された
現在の第１空間の温度及び相対湿度とに基づいて、これらに対応する業務効率指標を取得
する。ここでは、業務効率が高い程、業務効率指標が大きくなるように変換する。また、
指標算定部１２ｃは、同様に、現在の各第２空間の業務効率指標を算定する（ＳＤ５）。
【００７０】
　また、指標算定部１２ｃは、所定時間後の第１空間の業務効率指標を算定する（ＳＤ６
）。具体的には、記憶部１３には、執務者の年齢、性別、及び職種と、温度及び相対湿度
とに基づく、業務効率指標の変化傾向のデータを予め記憶させておく。そして、指標算定
部１２ｃは、執務者基本情報ＤＢ１３ａから取得した年齢、性別、及び職種と、環境セン
サ３０で測定された現在の第１空間の温度及び相対湿度と、記憶部１３に記憶された変化
傾向のデータと、公知の方法によりネットワーク５０経由で取得した現在の日時及び天気
予報データとに基づいて、所定時間後の第１空間の業務効率指標を特定する。また、指標
算定部１２ｃは、同様に、所定時間後の各第２空間の業務効率指標を算定する（ＳＤ６）
。
【００７１】
　次いで、指標算定部１２ｃは、現在の第１空間の嗜好指標を算定する（ＳＤ７）。具体
的には、指標算定部１２ｃは、執務者嗜好情報ＤＢ１３ｃを参照して、各執務者が好む温
度、相対湿度、照度、及び室内と室外の区別を取得すると共に、空間基本情報ＤＢ１３ｂ
を参照して、第１空間の室内と室外の区別を取得する。また、指標算定部１２ｃは、環境
センサ３０で測定された現在の第１空間の温度、相対湿度、及び照度を取得する。そして
、指標算定部１２ｃは、各執務者が好む温度、相対湿度、照度、及び室内と室外の区別と
、上記取得した第１空間の温度、相対湿度、照度、及び室内と室外の区別との一致度を算
定し、この一致度に基づいて嗜好指標を算定する。例えば、温度、相対湿度、又は照度に
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関しては、各執務者の好みと環境センサ３０で測定された値が完全に一致している場合に
は一致度＝１０とし、相互の差異が各執務者の好みに対して５％以内である場合には一致
度＝９とし、以降、差異が大きくなるに伴って一致度が小さくなるように算定する。また
、室内と室外の区別に関しては、各執務者の好みと第１空間の属性が一致している場合に
は一致度＝１０とし、一致していない場合には＝５とする。このように、第１空間の環境
が執務者の嗜好に一致している程、嗜好指標が大きくなるように変換する。そして、これ
ら温度、相対湿度、照度、及び室内と室外の区別の一致度の平均値を算定し、当該平均値
を最終的な嗜好指標とする。また、指標算定部１２ｃは、同様に、現在の各第２空間の嗜
好指標を算定する（ＳＤ７）。
【００７２】
　また、指標算定部１２ｃは、所定時間後の第１空間の嗜好指標を算定する（ＳＤ８）。
具体的には、記憶部１３には、日時と天気予報との組み合わせに対する各空間の温度、相
対湿度、及び照度の変化傾向を予め記憶させておく。そして、指標算定部１２ｃは、環境
センサ３０で測定された現在の第１空間の温度、相対湿度、及び照度と、記憶部１３に記
憶させた変化傾向データと、公知の方法によりネットワーク５０経由で取得した現在の日
時及び天気予報データとに基づいて、所定時間後の第１空間の温度、相対湿度、及び照度
を予測値として算定する。そして、これら所定時間後の第１空間の温度、相対湿度、及び
照度と、執務者嗜好情報ＤＢ１３ｃから取得した各執務者が好む温度、相対湿度、照度、
及び室内と室外の区別と、空間基本情報ＤＢ１３ｂから取得した第１空間の室内と室外の
区別とに基づいて、ＳＤ７と同様に、現在の第１空間の嗜好指標を算定する。また、指標
算定部１２ｃは、同様に、所定時間後の各第２空間の嗜好指標を算定する（ＳＤ８）。
【００７３】
　次いで、指標算定部１２ｃは、現在の第１空間に関して、これまでに算定した快適度指
標、省エネ指標、業務効率指標、及び嗜好指標と、所定の重み付け係数とに基づいて、現
在の第１空間の行動喚起指標を算定する（ＳＤ９）。具体的には、指標算定部１２ｃは、
重み付け係数情報ＤＢから重み付け係数情報を取得し、現在の各指標に対して、当該現在
の各指標対応する重み付け係数を乗算し、この乗算結果を合計することで、行動喚起指標
を算定する。例えば、図９の例の場合において、現在の第１空間に関して、快適度指標＝
５、省エネ指標＝９、業務効率指標＝６、嗜好指標＝７である場合、現在の第１空間の行
動喚起指標＝５×０．２＋９×０．５＋６×０．４＋７×０．１＝８．６となる。また、
指標算定部１２ｃは、同様に、所定時間後の第１空間に関して、これまでに算定した快適
度指標、省エネ指標、業務効率指標、及び嗜好指標と、所定の重み付け係数とに基づいて
、所定時間後の第１空間の行動喚起指標を算定する（ＳＤ９）。同様に、指標算定部１２
ｃは、各第２空間に関しても、現在の第２空間の行動喚起指標と、所定時間後の第２空間
の行動喚起指標を算定する（ＳＤ１０）。これにて指標算定処理を終了し、図１１の行動
喚起処理に戻る。
【００７４】
（処理－第２空間選択処理）
　次いで、図１１の行動喚起処理において、制御部１２は、指標算定処理によって算定さ
れた行動喚起指標に基づいて、第２空間選択部１２ｄによる第２空間選択処理を起動する
（ＳＡ５）。この処理では、概略的には、指標算定処理によって算定された行動喚起指標
に基づいて、執務者に対して移動することを喚起する第２空間を選択する。第２空間の選
択は、執務者選択部１２ａによって最終的に選択された全ての執務者の各々に関して行う
。また、第２空間としては、現在の第２空間と所定時間後の第２空間とを選択する。
【００７５】
　図１５は、第２空間選択処理のフローチャートである。第２空間選択部１２ｄは、指標
算定処理によって算定された現在の第２空間の行動喚起指標から現在の第１空間の行動喚
起指標を減算し（ＳＥ１）、減算結果がマイナスになった第２空間がある場合には、当該
第２空間に執務者が移動することは行動喚起指標の観点から却ってマイナスになるものと
して、当該第２空間を選択対象候補から除外する（ＳＥ２）。次いで、減算結果がプラス
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になった第２空間を、減算結果の多い順にソートし、ソート後の上位から所定数（本実施
の形態では２つ）の第２空間を、最終的に執務者に行動喚起する現在の第２空間として決
定する（ＳＥ３）。なお、減算結果がプラスになった第２空間が一つもない場合には、執
務者に行動喚起できる第２空間が存在しないものとして、第２空間選択処理及び行動喚起
処理を終了する。また、減算結果がプラスになった第２空間が所定数に満たない場合には
、減算結果がプラスになった第２空間の全てを、最終的に執務者に行動喚起する第２空間
として決定する。
【００７６】
　また、同様に、第２空間選択部１２ｄは、指標算定処理によって算定された所定時間後
の第２空間の行動喚起指標から所定時間後の第１空間の行動喚起指標を減算し（ＳＥ４）
、この減算結果に基づいて、減算結果がマイナスになった第２空間を選択対象候補から除
外する（ＳＥ５）。次いで、減算結果がプラスになった第２空間を、減算結果の多い順に
ソートし、ソート後の上位から所定数（本実施の形態では２つ）の第２空間を、最終的に
執務者に行動喚起する所定時間後の第２空間として決定する（ＳＥ６）。これにて第２空
間選択処理を終了し、図１１の行動喚起処理に戻る。
【００７７】
（処理－行動喚起出力処理）
　次いで、図１１の行動喚起処理において、制御部１２は、第２空間選択処理によって選
択された現在の第２空間と所定時間後の第２空間とに基づいて、行動喚起出力部１２ｅに
よる行動喚起出力処理を起動する（ＳＡ６）。この処理では、概略的には、第２空間選択
処理によって選択された現在の第２空間と所定時間後の第２空間とに対して、移動するこ
とを執務者に喚起する。この喚起は、執務者選択部１２ａによって最終的に選択された全
ての執務者の各々に関して行う。
【００７８】
　図１６は、行動喚起出力処理のフローチャートである。行動喚起出力部１２ｅは、現在
の第１空間及び所定時間後の第１空間と、第２空間選択処理によって選択された現在の第
２空間及び所定時間後の第２空間に関して、その空間名を空間基本情報ＤＢ１３ｂから取
得し（ＳＦ１）、この空間名を含んだ所定フォーマットの行動喚起画面のデータを生成し
、当該生成した行動喚起画面のデータを各執務者の執務端末２０にネットワーク５０を介
して送信する（ＳＦ２）。この結果、執務端末２０のモニタには、行動喚起画面が表示さ
れる。図１７には、行動喚起画面２１の表示例を示す。この行動喚起画面２１には、現在
の行動喚起に関する情報表示領域２１ａに、現在の第１空間の空間名、現在の第１空間の
行動喚起指標、所定数の現在の第２空間の空間名、及び所定数の現在の第２空間の行動喚
起指標が表示されている。また、この行動喚起画面には、所定時間後の行動喚起に関する
情報表示領域２１ｂに、所定時間後の第１空間の空間名、所定時間後の第１空間の行動喚
起指標、所定数の所定時間後の第２空間の空間名、及び所定数の所定時間後の第２空間の
行動喚起指標が表示されている。従って、これらの情報を参照することで、各執務者は、
現在移動すべき第２空間や、所定時間後に移動すべき第２空間を容易かつ正確に把握した
上で、これら第２空間に自ら移動することができる。
【００７９】
　また、行動喚起出力部１２ｅは、図１６に示すように、現在の第１空間から現在の第２
空間への移動を執務者に促すように、当該現在の第１空間における環境制御機器４０を制
御する（ＳＦ３）。具体的には、行動喚起出力部１２ｅは、現在の第１空間の空間ＩＤに
対応する環境制御機器ＩＤを空間基本情報ＤＢ１３ｂから取得し、当該取得した環境制御
機器ＩＤと各環境制御機器４０に対する制御内容を示す制御情報とを含む制御信号を生成
し、当該生成した制御信号をネットワーク５０を介して環境制御機器４０に送信する。各
環境制御機器４０は、ネットワーク５０を介して制御信号を受信すると、当該制御信号に
含まれる環境制御機器ＩＤが自己に予め登録されている環境制御機器ＩＤに合致するか否
かを判定し、合致する場合には、当該制御信号に含まれる制御情報に基づいて動作する。
【００８０】
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　この環境制御を行う際、行動喚起出力部１２ｅは、現在の第１空間から現在の第２空間
に執務者を自然に向かわせるように制御を行う。具体的には、現在の第１空間の温度、相
対湿度、及び照度の少なくとも一つを、現在の第２空間に近づくに伴って執務者の嗜好に
合致した値になるように制御する。このため、行動喚起出力部１２ｅは、執務者嗜好情報
ＤＢ１３ｃから執務者の好みの温度、相対湿度、及び照度を取得し、現在の第１空間に配
置されている環境制御機器４０の中で、現在の第２空間に最も近い位置に配置されている
環境制御機器４０を、当該取得した温度、相対湿度、及び照度となるように制御する。ま
た、現在の第１空間に配置されている環境制御機器４０の中で、現在の第２空間に最も近
い位置から２番目の位置に配置されている環境制御機器４０を、当該取得した温度、相対
湿度、及び照度に対して、所定数値だけ離れた温度、相対湿度、及び照度となるように制
御する。以降同様に、現在の第１空間に配置されている環境制御機器４０の中で、現在の
第２空間に最も近い位置から離れた位置に配置される程、執務者の好みの温度、相対湿度
、及び照度から離れた環境になるように制御する。つまり、第２空間に近づくに伴って、
温度、湿度、又は照度の少なくとも一つが、減少又は増大の一方となるように制御する。
さらに、風向きについては、現在の第１空間から現在の第２空間に向かう向きになるよう
に、環境制御機器４０を制御する。この結果、図１７の行動喚起画面に表示された情報を
見ていない場合であっても、執務者が自然に現在の第２空間に向かうように、執務者の行
動を喚起することが可能になる。これにて行動喚起出力処理を終了し、図１１の行動喚起
処理を終了する。
【００８１】
〔実施の形態に対する変形例〕
　以上、本発明に係る実施の形態について説明したが、本発明の具体的な構成及び手段は
、特許請求の範囲に記載した各発明の技術的思想の範囲内において、任意に改変及び改良
することができる。以下、このような変形例について説明する。
【００８２】
（解決しようとする課題や発明の効果について）
　まず、発明が解決しようとする課題や発明の効果は、前記した内容に限定されるもので
はなく、本発明によって、前記に記載されていない課題を解決したり、前記に記載されて
いない効果を奏することもでき、また、記載されている課題の一部のみを解決したり、記
載されている効果の一部のみを奏することがある。
【００８３】
（分散や統合について）
　また、上述した各電気的構成要素は機能概念的なものであり、必ずしも物理的に図示の
如く構成されていることを要しない。すなわち、各部の分散・統合の具体的形態は図示の
ものに限られず、その全部または一部を、各種の負荷や使用状況などに応じて、任意の単
位で機能的または物理的に分散・統合して構成できる。例えば、行動喚起装置１０の機能
の一部を執務端末２０に持たせたり、行動喚起装置１０を複数のサーバにより分散して構
成したりしてもよい。
【００８４】
（現在と所定時間後について）
　現在の第２空間と所定時間後の第２空間への行動喚起を行うものとして説明したが、い
ずれか一方を省略してもよく、あるいは、所定時間後の第２空間としては、１時間後の第
２空間と２時間後の第２空間というように、複数の異なる所定時間後の第２空間への行動
喚起を行うようにしてもよい。
【００８５】
（行動喚起指標について）
　行動喚起指標は、快適度指標、省エネ指標、業務効率指標、嗜好指標の４つの指標から
複合的に算定されるものとして説明したが、いずれかの指標を省略したり、他の指標を含
めて算定したりしてもよい。また、行動喚起指標は、これら４つの指標と重み付け係数と
に基づいて算定されるものとして説明したが、４つの指標の最大値や最小値を行動喚起指
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標としたり、重み付け係数をその都度の対象者の目的等に応じて対象者等が任意の設定で
きるようにしたりしてもよい。
【００８６】
（快適度指標について）
　快適度指標は、ＰＭＶを用いて算定するものとして説明したが、ＰＰＤ（Ｐｒｅｄｉｃ
ｔｅｄ　Ｐｅｒｃｅｎｔａｇｅ　ｏｆ　Ｄｉｓｓａｔｉｓｆｉｅｄ）等のその他の任意の
指標を用いてもよい。また、ＰＭＶを用いる場合であっても、多数の環境センサ３０を設
置することができる場合には、多数の環境センサ３０により測定した値に基づいてＰＭＶ
を直接的に算定してもよい。あるいは、ＰＭＶの公知の代替式に基づいて算定を行っても
よい。
【００８７】
（省エネ指標について）
　省エネ指標は、空間の空調電力量と照明電力量を用いて算定するものとして説明したが
、環境センサ３０により計測した各空間の温度や照度等に基づいて、当該各空間における
消費エネルギー量を推定し、当該推定した消費エネルギー量を用いて算定してもよい。
【００８８】
（業務効率指標について）
　業務効率指標は、執務者の年齢等を用いて算定するものとして説明したが、各空間に居
る執務者に現在の業務効率を数値入力させることで、各空間の業務効率指標を算定しても
よい。
【００８９】
（嗜好指標について）
　嗜好指標は、各執務者が好む温度等を用いて算定するものとして説明したが、各執務者
がこれまでに各空間を使用した履歴を記憶部１３に記憶させておき、この履歴情報に基づ
いて、各執務者の各空間に対する嗜好度合を算定し、この嗜好度合に基づいて嗜好指標を
算定してもよい。
【００９０】
（環境制御機器について）
　環境制御機器としては、上述した機器以外にも、様々な機器を用いることができ、例え
ば、ブラインド、換気扇、匂い放出器等を使用することができる。
（付記）
　付記１の行動喚起装置は、所定の第１空間に居る対象者に対して、前記第１空間とは異
なる複数の所定の第２空間の中の少なくとも１つの第２空間への移動を喚起するための行
動喚起装置であって、前記第２空間の環境情報を取得する環境情報取得手段と、前記環境
情報取得手段にて取得された環境情報に基づいて、前記対象者が前記第１空間から前記第
２空間へ移動することの適否を示す行動喚起指標を算定する行動喚起指標算定手段と、前
記行動喚起指標算定手段にて算定された行動喚起指標に基づいて、前記対象者に対して前
記第１空間から前記第２空間への移動を喚起するための出力を当該第１空間において行う
出力処理手段を備える。
　付記２の行動喚起装置は、付記１に記載の行動喚起装置において、前記行動喚起指標算
定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象者にとっての快適性の程度を示す
快適度指標を算定し、当該算定した快適度指標に基づいて前記行動喚起指標を算定する。
　付記３の行動喚起装置は、付記１又は２に記載の行動喚起装置において、前記行動喚起
指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の消費エネルギーの程度を示す省
エネ指標を算定し、当該算定した省エネ指標に基づいて前記行動喚起指標を算定する。
　付記４の行動喚起装置は、付記１から３のいずれか一項に記載の行動喚起装置において
、前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象者の業務効
率の程度を示す業務効率指標を算定し、当該算定した業務効率指標に基づいて前記行動喚
起指標を算定する。
　付記５の行動喚起装置は、付記１から４のいずれか一項に記載の行動喚起装置において
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、前記行動喚起指標算定手段は、前記第１空間と比較した前記第２空間の対象者の嗜好の
合致の程度を示す嗜好指標を算定し、当該算定した嗜好指標に基づいて前記行動喚起指標
を算定する。
　付記６の行動喚起装置は、付記１から５のいずれか一項に記載の行動喚起装置において
、前記行動喚起指標算定手段は、対象者が現在の前記第１空間から現在の前記第２空間へ
移動することの適否を示す行動喚起指標を算定する。
　付記７の行動喚起装置は、付記１から６のいずれか一項に記載の行動喚起装置において
、前記行動喚起指標算定手段は、対象者が現在より所定時間後の前記第１空間から当該所
定時間後の前記第２空間へ移動することの適否を示す行動喚起指標を算定する。
　付記８の行動喚起装置は、付記１から７のいずれか一項に記載の行動喚起装置において
、前記出力処理手段は、前記対象者に対して前記第２空間への移動を喚起するため、前記
第１空間に設けられた環境制御手段に対する所定処理を行う。
　付記９の行動喚起装置は、付記８に記載の行動喚起装置において、前記出力処理手段は
、前記第２空間に近づくに伴って、温度、湿度、又は照度の少なくとも一つが、減少又は
増大の一方となるように、前記環境制御手段に対する所定処理を行う。
（付記の効果）
　付記１に記載の行動喚起装置によれば、対象者が第１空間から第２空間へ移動すること
の適否を示す行動喚起指標が算定され、この行動喚起指標に基づいて、対象者に対して第
１空間から第２空間への移動を喚起するための出力が第１空間において行われるので、第
１空間に比べて好適な第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。このた
め、例えば、第１空間や第２空間の環境を対象者に合わせて特別に制御することなく、各
空間のその時点の環境に応じて対象者の方を移動させることで、環境制御負荷が増大する
ことを防止して従来よりも省エネルギー性を向上させつつ、対象者を好適な空間に移動さ
せることでその知的生産性等を向上させることが可能になる。
　付記２に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の対象者にとって
の快適性の程度を示す快適度指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間に
比べて対象者にとって快適な第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
　付記３に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の消費エネルギー
の程度を示す省エネ指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間に比べて省
エネルギー性の高い第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
　付記４に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の対象者の業務効
率の程度を示す業務効率指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間に比べ
て業務効率の高い第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
　付記５に記載の行動喚起装置によれば、第１空間と比較した第２空間の対象者の嗜好の
合致の程度を示す嗜好指標に基づいて行動喚起指標が算定されるので、第１空間に比べて
対象者の嗜好に合致した第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
　付記６に記載の行動喚起装置によれば、対象者が現在の第１空間から現在の第２空間へ
移動することの適否を示す行動喚起指標が算定されるので、現在の第１空間に比べて好適
な現在の第２空間に移動することを対象者に喚起することができる。
　付記７に記載の行動喚起装置によれば、対象者が所定時間後の第１空間から所定時間後
の第２空間へ移動することの適否を示す行動喚起指標が算定されるので、所定時間後の第
１空間に比べて好適な所定時間後の第２空間に移動することを対象者に喚起することがで
きる。
　付記８に記載の行動喚起装置によれば、対象者に対して第１空間から第２空間への移動
を喚起するため、第１空間に設けられた環境制御手段に対する所定処理が行われるので、
第１空間の環境を通じて、対象者の第２空間への移動を自然に喚起することができる。な
お、この場合には、第１空間の環境を制御することになるが、対象者の行動を喚起できる
程度の制御を行えばよく、第１空間の環境を対象者に好適な環境とするための制御を行う
必要まではないので、この場合であっても、従来に比べて省エネルギー性を向上させるこ
とが可能になる。
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　付記９に記載の行動喚起装置によれば、第２空間に近づくに伴って、温度、湿度、又は
照度の少なくとも一つが、減少又は増大の一方となるように、環境制御手段に対する所定
処理が行われるので、温度、湿度、又は照度の変化を通じて、対象者の第２空間への移動
を自然に喚起することができる。
【符号の説明】
【００９１】
　　１　オフィスビル
　　２　行動喚起システム
　１０　行動喚起装置
　１１　入出力ＩＦ
　１２　制御部
　１２ａ　執務者選択部
　１２ｂ　情報取得部
　１２ｃ　指標算定部
　１２ｄ　第２空間選択部
　１２ｅ　行動喚起出力部
　１３　記憶部
　１３ａ　執務者基本情報ＤＢ
　１３ｂ　空間基本情報ＤＢ
　１３ｃ　執務者嗜好情報ＤＢ
　１３ｄ　執務者所在予定情報ＤＢ
　１３ｅ　機器情報ＤＢ
　１３ｆ　環境情報ＤＢ
　１３ｇ　エネルギー情報ＤＢ
　１３ｈ　重み付け情報ＤＢ
　２０　執務端末
　２１　行動喚起画面
　２１ａ、２１ｂ　情報表示領域
　３０　環境センサ
　４０　環境制御機器
　５０　ネットワーク
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